
1 

平成 20 年 3 月 3 日               共済組合公報                      （第 405 号） 

                                             長野市大字中御所字岡田 30 番地 20

共  済  組  合  公  報           第４０５号    長 野 県 市 町 村 職 員 共 済 組 合               

                                                   電話  0 2 6 ( 2 2 8 ) 5 6 0 0          

 

 

 目       次 

○  遺族共済年金補完事業に関する規程の一部改正について  ………………  １ 

○  平成２０年度特定健康診査等実施計画について……………………………  ４ 

○ 平成１９年度変更事業計画及び予算について  ……………………………  ８ 

○ 平成２０年度における任意継続掛金の標準となる額の算定の基礎となる 

平均給料額について……………………………………………………………  ８ 

 

公告第２号 

 

遺族共済年金補完事業に関する規程の一部改正について 

 

  遺族共済年金補完事業に関する規程の一部を次のとおり改正することについては、

平成２０年２月２８日招集の第１３４回組合会において議決されたので公告する。 

    平成２０年３月３日 

 

                                                長野県市町村職員共済組合 

                                                  理事長  鷲 澤 正 一          

 

      遺族共済年金補完事業に関する規程の一部を改正する規程 

  遺族共済年金補完事業に関する規程（平成５年規程第４号）の一部を次のように改

正する。 

  第３条中「生命保険会社」の次に「（以下「受託保険会社」という。）」を加える。 

 第４条第１項第２号中「生命保険会社（以下「受託保険会社」という。）」を「受託

保険会社」に改める。 

 第７条を次のように改める。 

(年金等の種類) 

第７条 この規程で定める年金は、別表第１に定めるライフサポート年金とし、次の

各号に定めるものとする。 
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（１）Ａ１コース（Ａコース＋ボーナス給付） 

（２）Ｂ１コース（Ｂコース＋ボーナス給付） 

（３）Ｃ１コース（Ｃコース＋ボーナス給付） 

（４）Ａコース 

（５）Ｂコース 

（６）Ｃコース 

２ 前項に規定するライフサポート年金の加入者は、次の別表第１の２に定めるライ

フサポート年金遺児育英年金コース、別表第１の４に定める退職後継続プラン及び

別表第１の５に定める重病克服支援プランに加入することができる。 

３  第１項のライフサポート年金に加入した組合員の配偶者は別表第１の３に定める

ライフサポート年金配偶者コースに加入することができる。 

  第７条の２を次のように改める。 

(配偶者の特例) 

第７条の２ 組合員の配偶者は、次の各号に定める区分に応じ、当該各号に定める給

付に加入することができる。 

（１）前条第２項の退職後継続プランに加入した組合員の配偶者  別表第１の４に

定める退職後継続プラン 

（２）前条第２項の重病克服支援プランに加入した組合員の配偶者 別表第１の５

に定める重病克服支援プラン 

第７条の３中「第３項」を「第２項」に、「別表第３」を「別表第２」に改める。 

 第８条を次のように改める。 

（年金等の支給事由） 

第８条 ライフサポート年金（遺児育英年金コース及び配偶者コースを含む。）及び退

職後継続プランは、加入者が死亡又は別表第３に定める高度障害状態に該当した場

合に支給する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合を除く。 

（１）加入者が自殺したとき 

  ア  加入後１年を経過する前に自殺したとき  別表第１、別表第１の２、別表第

１の３に定めるライフサポート年金 

   イ  加入後３年を経過する前に自殺したとき及び 1 年以内の加入者の犯罪行為に

より死亡したとき  別表第１の４及び別表第１の５に定める退職後継続プラン
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及び重病克服支援プラン 

（２）加入者の故意により高度障害状態になったとき 

（３）その他組合と受託保険会社との契約条項に定める事由に該当したとき 

２ 重病克服支援プラン加入者（第７条の２第１項第２号に規定する配偶者の特例を

含む。）が、次の各号のいずれかに該当した場合、１回に限り支給する。 

（１）三大疾病（悪性新生物（がん）、急性心筋梗塞、脳卒中）と診断され、所定の

状態となった場合 

（２）死亡又は別表第３に規定する高度障害となったとき   

（３）余命６ヶ月以内と診断されたとき 

第８条の次に次の１条を加える。 

（年金等の支給時期） 

第８条の２ ライフサポート年金、ライフサポート年金配偶者コース及び退職後継続

プランは、毎年４回年額の４分の１を支給する。 

２ ライフサポート年金ボーナス給付部分は、毎年２回６月と１２月に支給する。 

３ ライフサポート年金遺児育英年金コースは、毎年１回支給する。 

 第９条第１項中「前条第２項から第４項まで」を「前条」に、「、別表第１の４及び

別表第２」を「及び別表第１の４」に改め、同条第２項中「前条第５項」を「第８条

第２項」に改める。 

 第１２条第２項中「（別表第１の２に定める」を「（別表第１に定めるボーナス給付

部分に係る」に改め、同条第３項中「別表第１の２」を「別表第１」に改める。 

 第１５条中「加入者」を「保険期間末日における加入者」に改める。 

  別表第１から別表第１の３までを次のように改める。 

 別表第１（第７条、第８条、第９条、第１０条関係）省略 

別表第１の２（第７条、第８条、第９条、第１０条関係）省略 

別表第１の３（第７条、第８条、第９条、第１０条関係）省略 

  別表第１の５を次のように改める。 

 別表第１の５（第７条、第７条の２、第８条、第９条関係）省略 

  別表第２を削り、別表第３を別表第２とし、別表第４を別表第３とする。 

      附  則 

  この規程は、平成２０年１０月１日から施行し、平成２０年１０月分月額掛金から
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適用する。 

公告第３号 

 

平成２０年度特定健康診査等実施計画について 

 

  平成２０年度特定健康診査等実施計画ついては、平成２０年２月２８日招集の第１

３４回組合会において議決されたので公告する。 

    平成２０年３月３日 

 

                                                長野県市町村職員共済組合 

                                                  理事長  鷲 澤 正 一          

 

平成２０年度特定健康診査等実施計画 

第一 目的 

  我が国は、経済の着実な回復が続くことが見込まれる一方、平均寿命の伸長や予想

を上回る出生率の低下に加え、人口が減少に転じることが明らかになった。 

  こうした大きな環境の変化に応じ、医療制度についても、人口の高齢化及び支えて

の減少に対応した持続可能な制度とすることが求められている。 

  このような状況に対応するため、国民が健康と長寿を確保しつつ、医療費の適正化

に資することから、生活習慣病を中心とした疾病予防を重視することとし、高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80 号）に基づいて、当共済組合において

も４０歳以上７５歳未満の組合員及び被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病に関す

る健康診査（特定健康診査）及び健康診査の結果により健康の保持に努める必要があ

る者に対する保健指導（特定保健指導）を実施することとされた。 

  本計画は、当共済組合の特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健康診査等」

という。）の実施方法に関する基本的な事項、特定健康診査等の実施並びにその成果

に係る目標に関する基本的事項について定めることを目的とする。 

  なお、本計画は、高齢者の医療の確保に関する法律第１９条により、五年ごとに、

五年を一期として定めるものとする。 

第二 長野県市町村職員共済組合の現況 

 当共済組合は、県内の市町村等に勤務している地方公務員及びその被扶養者に対し、



5 

平成 20 年 3 月 3 日               共済組合公報                      （第 405 号） 

医療、年金及び福祉の三事業を行っている。 

 平成１８年度末の所属所数は１４４。 

組合員（任意継続組合員を除く。以下同じ。）数は２８，１２４人で、平均年齢は 

４２．３歳、男女比は５９：４１である。 

  また、被扶養者（任意継続組合員及び任意継続組合員の被扶養者を含む。以下同じ 

じ。）数は３４，３９０人で、平均年齢は３０．２歳、男女比は３８：６２である。 

  健康診断について、組合員にあっては、所属所の事業主の指示のもと、事業主健診、

当組合助成の人間ドック、又は各市町村が実施する住民健診により行っている。 

  また、被扶養者にあっては、各市町村が実施する住民健診又は当組合助成の人間 

ドックにより実施している。 

  また、保健指導については、上記の診断結果に応じて行っている。 

 

計 画 項 目 計  画  内  容 

 

  平成２４年度における特定健康診査の実施率は、基本的には 

８１％にする。（国の参酌標準８０％（特例７８.９％）） 

  なお、この目標を達するために、平成２０年度以降の実施率 

（目標）は次のとおりである。 

（単位：％）

 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 
国の参酌
標    準

組 合 員 95 95 95 95 95 － 

被扶養者 30 35 40 45 50 － 

 

計 76 77 78 80 81 78.9 

 第三 達成目標 

１ 特定健康診査の実

績に係る目標 

 

  平成２４年度における特定保健指導の実施率４５％にする。 

  なお、この目標を達するために、平成２０年度以降の実施率 

（目標）は次のとおり定める。 

（単位：％）

 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 
国の参酌
標    準

組 合 員 25 30 35 40 45 － 

被扶養者 25 30 35 40 45 － 

 

計 25 30 35 40 45 45 

 

２ 特定保健指導の実

施に係る目標 

 

３ 特定健康診査等の

実施の成果に係る目

標 

平成２４年度における減少率 

１０％とする。（国の参酌標準１０％） 
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計 画 項 目 計  画  内  容 

第四 特定健康診査等

の対象者数 

 

 

 

対象者数（推計値、次表も同じ）        （単位：人） 

 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度

組合員 15,131 14,845 14,568 14,345 14,209

被扶養者 6,445 6,348 6,322 6,242 6,188
 

計 21,576 21,193 20,890 20,587 20,397

１ 特定健康診査 

 

組合員＋被扶養者               （単位：人） 

 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度

４０歳以上
対象者 

21,576 21,193 20,890 20,587 20,397

保健指導 
対象者計 

4,062 4,066 4,077 4,094 4,133

実施率（％） 25 30 35 40 45

 

実施者数 1,016 1,219 1,427 1,637 1,860

 

２ 特定保健指導 

 

 

①特定健康診査 

  ⅰ組合員   

  ⅱ被扶養者 

 

原則、事業主健診を基本とする。 

別表１のとおりとする。（別表１ 省略） 

第五 特定健康診査 

等の実施方法 

１ 実施場所 

②特定保健指導 

別表２のとおりとする。（別表２ 省略） 

             所属所とも協議調整し、所属所でも実施できる

ような措置も講ずる。 

２ 実施項目 ①特定健康診査 

法定の実施項目を実施する。 

②特定保健指導 

省令・告示に基づき実施する。 

３ 実施時期 ①特定健康診査 

通年実施（基本は４月から１月） 

②特定保健指導 

通年実施（基本は６月から３月） 

４ 契約形態 ①特定健康診査 

  外部委託（アウトソーシング） 

  基本は、代表医療保険者を通じて健診委託契約を結び、代行機関とし

て、支払基金を利用して決済を行い、全国での受診が可能となるよう措

置する。状況により個別契約でも対応する。 

②特定保健指導 

 外部委託（アウトソーシング） 

   特定健康診査と同様、集合契約を基本とするが、個別契約でも対応す

る。 



7 

平成 20 年 3 月 3 日               共済組合公報                      （第 405 号） 

 

計 画 項 目 計  画  内  容 

５ 受診・利用方法 ①特定健康診査 

  ⅰ組 合 員    原則、事業主健診を基本とする。 

  ⅱ被扶養者     受診券を所属所・組合員を通じて配付 

 

（健診機関を案内） 

 

②特定保健指導 

  ⅰ組 合 員     利用券を所属所を通じて配付（実施機関を案内） 

  ⅱ被扶養者     利用券を所属所・組合員を通じて配付（〃） 

 受診等の窓口負担については、他の市町村共済及び県内保険者との 

均衡を考慮する。 

  当面、受診率を考慮して窓口負担は０円とする。 

６ 周知や案内の方法 ① 共済だより、ホームページ、所属所通知等により周知する。 

② 被扶養者に対しては、受診券等の配付の際、案内を兼ねて周知する。

７ 事業主健診等の健

診データの受領方法 

 基本は、健診等のデータは、国の定める電子的な標準様式で受領する 

ものとする。 

８ 特定保健指導の対

象者の抽出（重点化）

の方法 

 国の定める「実施基準」に基づき、対象者を選定・階層化し、 

若年者を優先に絞込む。 

９ 実施に関する年間

のスケジュールその

他必要な事項 

 通年実施し、年度後半は、来年度の契約準備などを行う。 

第六 個人情報の保護 

１ 健診・保健指導デ

ータ保管方法や管

理体制、保管等 

 

 健診データを当共済組合の特定健診等システムに管理・保管する。 

２ 記録の管理に関

するルール 

次の規程を遵守する。 

① 長野県市町村職員共済組合個人情報保護に関する規則 

② 長野県市町村職員共済組合個人情報保護に関する規則施行規則 

③ 長野県市町村職員共済組合個人情報保護に関する安全管理規程 

 第七 特定健康診査等

実施計画の公表

及び周知 

共済組合公報、共済だより及びホームページに掲載する。 

 第八 特定健康診査等

実施計画の評価

及び見直し 

 当計画は、毎年実施に基づき評価する。 

 平成２３年度に３年間の評価を実施。目標と大きくかけ離れた場合等 

は、見直す。 

 第九 その他  この実施計画に定めるもののほか、実施に際し必要な事項は、理事長の

定めるところによる。 
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公告第４号 

 

平成１９年度変更事業計画及び予算について 

 

  長野県市町村職員共済組合の平成１９年度変更事業計画及び予算については、平成

２０年２月２８日招集の第１３４回組合会において別冊のとおり議決されたので公告

する。 

    平成２０年３月３日 

 

                                                長野県市町村職員共済組合 

                                                  理事長  鷲 澤 正 一          

 

 

公告第５号 

 

平成２０年度における任意継続掛金の標準となる額の 

 算定の基礎となる平均給料額について 

 

  長野県市町村職員共済組合の平成２０年度における地方公務員等共済組合法施行令

（昭和３７年政令第３５２号）第４８条第３項第２号の規定による額は、３２７，０

００円である。 

    平成２０年３月３日 

 

                                                長野県市町村職員共済組合 

                                                  理事長  鷲 澤 正 一          

  


